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財務諸表に対する注記 

  

１ 重要な会計方針 

⑴  有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用している。ただし、取得価額と券面額との差額について重要性の乏

しいものについては、取得価額により評価している。 

  ② その他の有価証券 

    期末日の市場価格に基づく時価評価法によっている。 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっている。なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

    建  物 2 ～39年   構 築 物 6 ～30年    什器備品 2 ～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

    ソフトウェア(自社利用) ----- 財団内における利用可能期間（5年）に基づく均等償却 

  ③ リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 ⑶ 引当金の計上基準 

   貸倒引当金 ---------- 未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるために、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

退職給付引当金 ----- 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。 

  ⑷ 税効果会計の適用について 

   税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正

味財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用している。 

 

⑸ 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっている。 

 

２ 会計方針の変更 

該当事項なし 

 

３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。              (単位：円) 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

投資有価証券 

 

30,000,000 

 

－ 

 

－ 

 

30,000,000 

小  計 30,000,000 － － 30,000,000 

特定資産 

退職給付引当資産 

支払準備引当資産 

 

62,863,206 

16,000,000 

 

5,440,916 

－ 

 

－ 

－ 

 

68,304,122 

16,000,000 

小  計 78,863,206 5,440,916 － 84,304,122 

合  計 108,863,206 5,440,916 － 114,304,122 
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４ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

          (単位：円) 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に  

対応する額) 

基本財産 

 投資有価証券 

 

30,000,000 

 

(  18,000,000) 

 

( 12,000,000) 

 

－ 

小  計 30,000,000 (  18,000,000) ( 12,000,000) － 

特定資産 

退職給付引当資産 

支払準備引当資産 

 

68,304,122 

16,000,000 

 

(     －) 

(     －) 

 

(     －) 

(  16,000,000) 

 

(68,304,122) 

－ 

小  計 84,304,122 (     －) (  16,000,000) (68,304,122) 

合  計 114,304,122 (  18,000,000) (  28,000,000)  (68,304,122) 

 

 

５ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

(単位：円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建 物 

構 築 物 

什 器 備 品 

ソ フ ト ウ ェ ア 

22,320,226 

109,710,280 

27,522,506 

67,137,800 

18,879,092 

106,400,935 

27,323,310 

66,768,666 

3,441,134 

3,309,345 

199,196 

369,134 

合  計 226,690,812 219,372,003 7,318,809 

 

 

６ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

(単位：円) 

科  目 帳簿価額 時 価 評価損益 

（基本財産） 

北海道平成 29 年度第 15 回公募公債(10 年) 
30,000,000 29,322,000 △678,000 

小  計 30,000,000 29,322,000 △678,000 

（特定資産） 

札幌市令和 5 年度第 8 回公募公債（5 年・

サステナビリティボンド） 

札幌市令和 6 年度第 6 回公募公債（5 年・

グリーンボンド） 

10,000,000 

 

20,000,000 

9,693,000 

 

19,576,000 

△307,000 

 

△424,000 

小  計 30,000,000 29,269,000 △731,000 

合  計 60,000,000 58,591,000 △1,409,000 
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７ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

(単位：円) 

補助金等 

の名称 
交付者 

前期末 

残高 
当期増加額 当期減少額 

当期末 

残高 

貸借対照表上 

の記載区分 

交付金 

地方公共団体

交付金 

 

札幌市 

 

 

－ 

 

 

88,637,000 

 

 

88,637,000 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

合  計 － 88,637,000 88,637,000 － 

 

 

８ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

                      (単位：円) 

内    容 金  額 

経常収益への振替額 

基本財産受取利息 

 

合  計 

       

69,000 

 

69,000 

 

 

９ その他 

⑴ 税効果会計関係 

 

① 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（単位：円） 

未払事業税否認 452,994 

繰延税金資産小計 452,994 

評価性引当額 △452,994 

繰延税金資産合計 － 
 
 
 

② 法人税法上の非収益事業と収益事業の区分                    (単位：円) 

項   目 非収益事業 収益事業 合  計 

税引前当期一般正味財産増減額(A) 23,172,803 18,282,666 41,455,469 

寄付金損金算入限度額(B) － － － 

小  計(C)＝(A)+(B) 23,172,803 18,282,666 41,455,469 

法人税、住民税及び事業税(D) － 5,286,200 5,286,200 

法人税等調整額(E) － － － 

当期一般正味財産増減額(A)‐(D)+(E) 23,172,803 12,996,466 36,169,269 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 19 - 

③ 法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異  

の原因となった主な項目別の内訳 
        

項   目 率 

法定実効税率 33.58% 

(調整) 

  住民税均等割 

  事業税等差額 

  その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

0.38% 

△5.15% 

0.10% 

28.91% 

       (注) 法定実効税率は、みなし寄付金を考慮していない。 
  
 
⑵ 退職給付関係 

①  採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 
 

② 退職給付債務及びその内訳            (単位：円) 

①  退職給付債務 68,304,122 

②  会計基準変更時差異の未処理額 － 

③  退職給付引当金（①+②） 68,304,122 

 

③ 退職給付費用に関する事項            (単位：円) 

① 勤務費用 5,440,916 

② 会計基準変更時差異の費用処理額 － 

③ 退職給付費用（①+②） 5,440,916 

   

    

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として計算し

ている。 

    
⑤ 会計基準変更時差異の処理年数     1 年 

 

 



１　基本財産及び特定資産の明細
      基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２　引当金の明細

（単位：円）

貸倒引当金 3,225,975 -                     2,453,500 772,475

退職給付引当金 62,863,206 5,440,916 -                     68,304,122

期首残高 当期増加額 当期減少額

附 属 明 細 書

期末残高科　　　　目
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